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       一般会計補正予算（第１号）など
　　　　　　　　２４議案を可決・承認

令和７年第２回定例会（６月議会）
No. 234 令和７年８月１日発行

議会だよりは年 4回（3月、6月、9月、12 月）開かれる定例会や臨時会での議案などの審議結果、一般質問の要旨などをお知らせしています。

令 和 ７ 年 第 ２ 回 
定例会（６月議会）

議案と審議結果

　第２回定例会は、６月２日から６月１９日までの１８日間で開かれました。今定例会で

は、市長から議案２０件、報告１２件（うち、承認を要するもの３件）が提出され、いず

れの議案も原案どおり可決・承認されました。また、議員から発議案１件（意見書）が提

出され、原案どおり可決されました。一般質問（個人質問）では、１４人が登壇し、市政

に対する質問を行いました（一般質問の要旨は２～３面、請願は４面中段に掲載。）。

　今定例会に提出された市長提出議案は、すべて全会一致（全員
賛成）で可決・承認されました。なお、議会だよりでは結果のみ
をお知らせしていますが、詳しい審査状況などは議会中継や会議
録（８月２６日公開）をご参照ください。会議録の暫定版は８月
１日からホームページで公開しています。

議会中継　https://smart.discussvision.net/smart/tenant/abiko/WebView/rd/council.html 会議録検索　https://ssp.kaigiroku.net/tenant/abiko/SpTop.html
市議会のページアドレス   https://www.city.abiko.chiba.jp/shisei/shigikai/index.html   

    

   ＊議案第１号　 税条例の一部改正
　＊議案第２号　 重度障害者医療費の支給に関する条例の一部改正
　＊議案第３号　 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び
　　　　　　　　 運営に関する基準を定める条例の一部改正
　＊議案第４号　 ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一
　　　　　　　　 部改正
　＊議案第５号　 子ども・子育て会議条例の一部改正
　＊議案第６号　 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を
　　　　　　　　 定める条例の一部改正
　＊議案第７号    特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運
　　　　　　　　 営に関する基準を定める条例の一部改正
　＊議案第８号　 景観条例の全部改正
　＊議案第９号　 太陽光発電設備の適正な設置を図るための手続に
　　　　　　　　 関する条例の廃止
　＊議案第 10 号  特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償
　　　　　　　　 に関する条例の一部改正
　＊議案第 11 号  工事請負契約の変更（金谷排水機場更新工事）
   ＊議案第 12 号  財産の取得（消防救急デジタル移動局無線一式）

　＊議案第 13 号  財産の取得（学習支援ソフトウェア）
   ＊議案第 14 号  財産の取得（校務支援システム）
   ＊議案第 15 号  損害賠償額の決定
   ＊議案第 16 号  市道路線の認定
   ＊議案第 17 号  市道路線の変更
   ＊議案第 18 号  令和７年度一般会計補正予算（第１号）
   ＊議案第 19 号  令和７年度下水道事業会計補正予算（第１号）
　＊議案第 20 号  財産の取得（高規格救急自動車）
　＊報告第１号　 専決処分の報告・承認（税条例の一部改正）
　＊報告第２号　 専決処分の報告・承認（都市計画税条例の一部改正） 
　＊報告第３号　 専決処分の報告・承認 
　　　　　　　　 （国民健康保険税条例の一部改正）
　＊報告第４号　 令和６年度継続費繰越計算書の報告 
　＊報告第５号　 令和６年度繰越明許費繰越計算書の報告　　　
　＊報告第６号　 令和６年度事故繰越し繰越計算書の報告
　＊報告第７号　 令和６年度下水道事業会計予算繰越計算書の報告
　＊報告第８号　 令和６年度下水道事業会計継続費繰越計算書の報
　　　　　　　　 告
　＊報告第９号　 令和６年度水道事業会計予算繰越計算書の報告
　＊報告第 10 号  令和６年度水道事業会計継続費繰越計算書の報告
　＊報告第 11 号  土地開発公社の経営状況　
　＊報告第 12 号  専決処分の報告（損害賠償額の決定）
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　※議案名は、一部省略しています。

　５月２７日から令和６年度分の政務活動費の収支報告書や領

収書などをホームページで公開しています。

　なお、市役所本庁舎１階の行政情報資料室でも閲覧すること

ができます。

政務活動費収支報告書・領収書等を公開

　　　　    （令和６年度分）表

　次の方が全国市議会議長会から永年勤続表彰を受けら
れ、定例会初日の６月２日に表彰状の伝達が行われました。

　１０年表彰　　　高木　宏樹　議員

次回定例会のお知らせ
　令和７年第３回定例会は、９月１日（月）に招集される予定です。会期日程は、８月２６日（火）から市ホームページ内の

市議会のページなどでお知らせするほか、広報あびこ９月１日号にも掲載いたします。

彰



あ び こ 議 会 だ よ りNo.234（2） R 7.8.1

　　　　
　　　　　　　　　

公明党　
　島田　安子 議員

　
　
　

　
　

市民フォーラム　
　佐々木豊治 議員

　
　
　

　
　

　
　深井　優也 議員

　
　
　

　
　

　　　　　

公明党　
　江川　克哉 議員

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　

　今定例会は、１４人が市政に対する一般質問（個人質問）を行いました。紙面の
都合上、３項目以内の質問と答弁の要旨を掲載しています。会議録の暫定版は８月
１日からホームページで公開しています。正式版は８月２６日から、ホームページ、
市民図書館、行政情報資料室（市役所本庁舎１階）などで公開します。議会中継（イ
ンターネット）では、議員ごとに整理した一般質問を映像でご覧いただけます。

に対して特に注意深く走行す
るよう促す意図があり、効果
的な交通安全対策が図れるも
のと考えるが多くの場所に表
示すると見慣れてしまい、効
果が薄れる可能性もあるため、
関係課と協議し検討していく。
　質問　本市ホームページに
Ｌｉｖｅ１１９の掲載を。
　消防長　Ｌｉｖｅ１１９を
市民に周知することは必要だ
と考えているため、早急にホ
ームページに掲載する。

　質問　新基準原付の周知に
ついて、市の現状は。
　市民生活部長　令和７年４
月１日に施行された新基準原
付の改正内容については、市
ホームページ軽自動車税のペ
ージにおいて、原動機付自転
車の区分が見直されたことを
掲載している。
　質問　交通事故が多い交差
点に「あっ！」の道路標識を。
　市民生活部長　ドライバー

　質問　市の水道カルテの現
状はどうなっているか。
　水道局長　耐震化率などの
全国平均以下の項目数が１つ
ある水道事業体とされている。
施設の耐震化、経営改善に取
り組む必要がある。
　質問　次に配布されるハザ
ードマップの予定は。
　市民生活部長　現在、治水
課が作成中の想定最大規模の
降雨に対応する市内全域の内

　質問　市長はプライベート
なことは明かさないと答弁し
ているが、市民の信頼を得る
上で、この対応は適切か。
　企画総務部長　プライベー
トについてはスケジュール表
を作成していないため、公表
できる資料はない。必要のな
い限り市長のプライベートの
所在を公表する考えはない。
　質問　職員が議員や市長と
私的に行動をすることは問題

　質問　個人向け防犯カメラ
・機器購入助成の見解は。
　市民生活部長　「安全・安
心で住みやすいまち」の実現
のため有効な事業と考えるが、
市単独での助成は難しいため、
国や県の動向を注視していく。
　質問　「録音チュー」の貸
与状況と今後の見解は。
　市民生活部長　令和７年５
月末時点で１６９個を貸与。
設置後の調査では、相手が要

　質問　本市の街並みに調和
した施設計画を周辺の皆さん
に配慮しながら事業展開を。
　環境経済部長　観光施設の
立地に関する協議基準などに
適合しているか、今後、判断
する。老若男女問わず楽しめ
る施設となるよう進めていく。
　質問　部活動の地域移行を
どのように進めていくのか。
　生涯学習部長　令和７年度
は全校を対象として２１部活

　質問　農業収益化に向けて
ＺＥＲＯＣＯ等、最新の冷蔵
保存技術の導入を検討しては。
　環境経済部長　販売時期を
調整でき、有利な価格で農産
物の販売などが期待できる。
農業に若者を呼び込むための
魅力発信の材料に期待できる
ため引き続き調査研究を行う。
　質問　肥料価格高騰のため
リサイクルセンターで、し尿
や汚泥の肥料化を検討しては。

　環境経済部長　敷地面積や
周辺住民の生活環境に大きな
変化を与えることから困難と
考えられる。
　質問　不適切排出や当番制
負担等の問題に対応するため、
ごみの戸別収集を検討しては。
　環境経済部長　排出者が特
定できるため、一人一人の責
任感が高まるなどメリットが
ある一方で、経費の増加に対
応する必要がある。今後の継
続課題として検討する。

件を話さず電話を切ることが
あったと回答があり効果も確
認できた。今年度も６月１６
日から無料貸出の募集を行う。
　質問　空き家の発生を抑制
する特例措置の周知方法は。
　市民生活部長　市では確定
申告に必要な被相続人居住用
家屋等確認書を令和６年度ま
でに１４０人に交付した。関
係課と連携を図りながら、空
き家対策啓発冊子に制度を掲
載し、広く周知していく。

動の休日の部活動地域展開の
実証事業を進める予定である。
令和８年度以降は生徒や保護
者の活動環境を第一に考え判
断したいと考えている。
　質問　自転車乗車用ヘルメ
ット購入補助金制度の継続を。
　市長　例えば新中学生や新
小学生になる年齢をターゲッ
トにした補助制度はあり得る
と思う。提案を踏まえ、県の
制度と合わせてもう少し検討
していきたい。

次のハザードマップはいつ配布か

カ ッ コ い い 農 業 へ

市制５５年での検証と有益な見直しを

旧アンテナショップ跡地に
　　　　　　　温浴施設又複合施設を

水浸水の想定区域図や千葉県
による新たな土砂災害警戒区
域の追加指定、また、国によ
る新しい防災気象情報の運用
の開始など、掲載内容の修正
が必要な情報等を精査し、早
期に作成、配布を行う。
　質問　「もしバナゲーム」
のやり方を市内に広げては。
　健康福祉部長　介護予防教
室やふれあいサロン、民生委
員児童委員協議会などの様々
な機会に体験会を実施する。

ないのか。
　企画総務部長　市長や議員
は市の特別職に属する地方公
務員であり、市職員倫理規則
第３条における利害関係者に
該当しないため、同規則に抵
触することはないと考える。
　質問　世界禁煙デーや禁煙
週間における市の取組は。
　健康福祉部長　広報で世界
禁煙デーを周知。保健センタ
ーだよりで喫煙による害につ
いて啓発を実施している。

　質問　施設の広域利用につ
いて、今後の市の考えは。
　企画総務部長　施設の老朽
化が進む中、持続可能な自治
体運営を行う手法の一つとし

て、大変意義のあるものと考
える。必要に応じ近隣市との
連携を深めながら、検討する。
　質問　市として、民間の国
際交流協会（ＡＩＲＡ）の利
用実態について整理を。

市 政 に 対 す る

一 般 質 問

　企画総務部長　近年の在住
外国人の増加に伴い、様々な
委託事業を行う等公的な部分
を多く担い、多文化社会を進
める本市に必要不可欠な存在。
　質問　農地が多い本市で未
来の地域のまちづくりにも重

要な農への関心を高めるには。
　環境経済部長　農業への関
心を高める取組として、農業
拠点施設では農業体験イベン
ト等、様々な取組を通じて地
域の農業に興味・関心を持っ
てもらう機会を提供している。

我孫子政策倶楽部　
　芹澤　正子 議員

 安心・安全な我孫子市を！

防犯対策、空き家対策強化で
　　　　　　　   住みよいまちへ‼

 今こそ我孫子モラルの締め直しを！

　
　海津にいな 議員

　
　芝田　真代 議員

　ＺＥＲＯＣＯ…冷蔵・冷凍に次ぐ第三の鮮度保持技術および食材保管庫。庫内を温度 0℃・湿度 100％弱に安定的に保つことで、庫内の食品の美味しさと品質を保ったまま長期保存が可能になる。

欄外解説
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あびこ未来
　坂巻　宗男 議員

マイナ保険証への対応について

　質問　国は７５歳以上の高
齢者全員に保険証の代わりと
なる資格確認書を送付するこ
ととした。この周知方法は。
　健康福祉部長　周知につい
ては、市内医療機関等に掲示
依頼を行ったほか、広報あび
こやホームページ、ポスター
や啓発動画を活用していく。
　質問　マイナ保険証を持っ
ていない方への対応は。
　健康福祉部長　持っていな

い方には資格確認書を発行。
国保加入者で令和７年３月末
現在の対象者は約９千人。
　質問　マイナ保険証を持っ
ている方にも、自身の保険番
号等を記した資格情報のお知
らせが届く。その送付数は。
　健康福祉部長　国保加入者
で、送付数は令和７年３月末
現在で約１万４千人。７５歳
以上の方は、資格確認書を送
付するため資格情報のお知ら
せの発送予定はない。

　質問　子どもの権利を尊重
し、子どもも親も安心できる
支援を。
　教育長　不登校の要因は多
岐にわたるため、児童生徒の
状況を丁寧に把握し、学校や
家庭、必要な関係機関が連携
しきめ細かな支援を行うこと
が重要であると捉えている。
　質問　子どもの居場所、学
びの場の条件整備についての
考えは。

　教育長　校内教育支援セン
ターの全校配置を進めており、
あと、四小と布佐小に設置す
ると全校配置となる。今年度
中の設置を目指している。
　質問　教育の場で子どもの
過度の管理についての考えは。
　教育長　市内小中学校では
指摘のような実態はない。生
徒会活動や委員会活動の中で
ルールを見直し、意見を出し
合いながら、よりよい学校生
活となるよう活動している。

　
　
　

　
　

市内外国人対策を

　質問　農産物直売所跡地に
温泉施設が整備される予定。
地域への相乗効果の期待は。
　環境経済部長　この施設が
観光の核となり、手賀沼とい
う観光資源を利用した賑わい
の創出、地域活性化や長期的
な経済波及効果などを期待。
　質問　市内出身国別の外国
人の割合は。
　企画総務部長　市の外国人
の数は６月１日現在で３，９

６９人。国別の割合は、上位
順にネパール２７．４％、中
国１９．５％、スリランカ
９．８％、ベトナム９．７％、
フィリピン６．８％など。
　質問　自治会の剰余金の活
用事例を提案してはどうか。
　市民生活部長　他市の事例
も研究し、窓口での相談時だ
けでなく、自治会便利帳や市
ＨＰでも事例紹介をしていく
など、自治会活動がより盛ん
となるよう情報提供に努める。

電動車いすを免許証返納者の受け皿に
　
　
　

　
　

市民フォーラム
　内田美恵子 議員

　質問　リサイクルセンター
整備の市負担額の比較は。
　環境経済部長　令和７年度
現在のフルスペックによる整
備計画をベースとした一般財
源負担額は、令和６年度実績
ベースで新たな施設整備をし
ない状態の負担額に比べ、今
後、２５年間で約４３億円、
一年あたりは約１億７千万円
の負担増となる。
　質問　フルスペックの施設

整備方針を決定した理由は。
　環境経済部長　建設費を抑
えるため市で分別する資源の
うち全てを市施設内で処理せ
ず、外部委託により事業費の
削減ができるかなど、３パタ
ーンの費用比較を行った。国
の交付金や地方債の借入れと
それに伴う地方交付税措置等、
財源的にも一番有利で安定的
かつ効率的なごみ処理が可能
なフルスペックでの施設整備
が望ましいとの結論に至った。

　新リサイクルセンターの
　　　　　　　　整備について

子どもが通いたくなるような学校に
　　　　　（不登校問題）

日本共産党
　岩井　　康 議員

清風会　
　甲斐　俊光 議員

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　

清風会
　日暮　俊一 議員

子ども達の安全を守れ

　質問　手賀沼土地改良区か
ら除外された手賀沼北岸西部
地区の受益地確定の経緯は。
　環境経済部長　令和３年度
に関係市へ受益地見直しの事
前協議があり、令和４年度に
各市で変更計画の概要等の公
告を行い、令和５年度に県が
認可し受益地が確定された。
　質問　子ども達の登下校時
の通学路交通安全教育は。
　教育長　安全な登下校の為

の指導や道路標識及び交通ル
ールの確認など学齢に合わせ
た安全教育を行い、警察等と
連携・協力する安全教室では
実技を交えた指導をしている。
　質問　柏市布施のデータセ
ンター建設に係る久寺家通り
の道路補修の見通しは。
　建設部長　道路の状況を引
き続き注視していく。工事完
了前には道路パトロールを実
施し、調査結果を基に事業者
と補修等について協議する。

　質問　令和８年度前半開署
に向けた湖北消防署の市民向
けの新たな取組・計画は。
　消防長　庁舎見学、総合訓
練施設を活用した消火訓練や
避難訓練、救助訓練、救命講
習などを見て体験して学べる
訓練を計画している。
　質問　我孫子行政サービス
センターを南口イトーヨーカ
ドー２階に移動できないか。
　市民生活部長　市民の利便

性向上が図られると考えられ
るが、店舗の開店時間や賃貸
料などの課題があると認識。
　質問　五本松運動広場整備
事業にネーミングライツを導
入しては。
　生涯学習部長　企業からの
提案もあり、関心も高い。ネ
ーミングライツ導入に関する
ガイドラインに基づき手続き
を進めていく。他自治体の成
功事例を参考に、新たな財源
確保に向けて検討する。　

電動車いすを免許証返納者の受け皿に
　
　
　

　
　

日本共産党　
　船橋　　優 議員

　質問　人工衛星による漏水
調査の具体的な方法は。
　水道局長　衛星画像データ
から反射特性をＡＩで補正、
解析し漏水可能性区域を半径
１００メートルで可視化する。
さらに漏水監視システムで漏
水箇所を特定している。
　質問　小中学校の外壁剥落

等が起きているが、建物の定
期点検は活かされているか。
　教育総務部長　外壁、躯体
の劣化及び損傷状況を目視で
確認し、異常があった場合は、
打診等により確認している。
久寺家中学校については定期
点検で特段の指摘はなかった。
　質問　学校教室のエアコン
について、アレルギー疾患の

安心安全な町づくり

少し先の未来に向かって
　
　西川　佳克 議員

子どもへの対策として専門業
者の清掃が必要では。
　教育総務部長　今後も各学

校で定期的に清掃を行い、専
門業者への委託も考慮し、適
切に維持管理を行っていく。

　我孫子市議会では、令和５年１２月の改選以降、議員定数
について議会運営委員会（各会派から選出された議員で構成）

で議論してきました。その結果、委員から我孫子市議会議員

定数条例の改正案が提案されました。具体的には現在の議員

定数２４人から３人削減し、２１人とする内容です。１２月

議会で発議案として提出するにあたり、秋に公聴会を開催し、

市民の方の意見を参考にするため公述人を募集する予定です。

市議会のページアドレス   https://www.city.abiko.chiba.jp/shisei/shigikai/index.html   

ホームページ

議員定数について検討中です
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総務企画常任委員会

教育福祉常任委員会 環境都市常任委員会

行政視察を実施

　我孫子市議会では、他の
自治体の先進的な取組を調
査し、市の行政に反映させ
るため、各常任委員会で行
政視察を行っています。
　今年度の視察先・調査項
目は次のとおりです。なお、
視察報告書については、市
ホームページ内の市議会の
ページに掲載しているほか、
市役所本庁舎１階の行政情
報資料室でもご覧になれま
す。

◎総務企画常任委員会
　５月１４日・１５日
＊可児市：地域支え愛ポイ
　ント制度
＊西尾市：ＬＩＮＥを活用
　した行政サービスのデジ
　タル化

◎教育福祉常任委員会
　５月１５日・１６日
＊焼津市：子育て支援施設
　運営事業（ターントクル
　こども館）
＊富士市：健康ポイント事
　業

◎環境都市常任委員会
　５月１４日・１５日
＊黒部市：コンパクトシテ
　ィ
＊滑川市：ホタルイカを活
　用した観光振興  
　

予算審査特別委員会を設置
　令和７年度一般会計補正予
算（第１号）を審査するため、
予算審査特別委員会が設置さ
れました。
　委員は次の７人です。
◎椎名幸雄　　○木村得道
　高木宏樹　　　坂巻宗男　
　佐々木豊治　　芹澤正子
　船橋　優
　◎委員長　○副委員長
　補正予算（第１号）は、歳

入歳出予算の総額に１億５
０００万円を追加し、４９
５億４０００万円とするも
のです。
　歳出の主な内容は、市民
活動推進基金積立金、じん
介処理放射能対策費、資源
化施設整備事業などです。
　また、債務負担行為の補
正は、布佐ルート運行業務
委託などです。

発 議 案

＊第１号　日本政府に核兵器禁止条約に署名・批准する
　　　　　ことを求める意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　（賛成全員で可決）

今定例会で審査した請願

　■請願第 10 号    日本政府に核兵器禁止条約に署名・批准す
　　　　　　　　　ることを求める意見書の提出を求める請願
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　（賛成全員で採択）

本会議及び委員会の様子を
インターネットで生中継す
るとともに、過去１年分の
録画も公開しています。
　生中継は、会議開始時間
の約２０分前から終了まで
行います。録画中継は、速
報版（会議開始から終わり
までの１番組）を会議翌日
中（土・日・祝日を除く）
に公開し、議員や議題ごと

に整理した映像は概ね８日後
（土・日・祝日を除く）に公
開しています。
　パソコン環境に加え、スマ
ートフォンやタブレット端末
でもご覧いただけます。
　議会中継は正式な会議録を
公開する前に、本会議や委員
会における議員や市長などの
発言を動画でご覧いただけま
す。

 インターネットで議会中継や会議録をご覧いただけます

インターネットで本会議・
委員会の会議録の検索と閲
覧ができます（平成７年第
１回定例会分から）。単語
や発言者などのキーワード
を入力すると目的の会議録
を検索することができます。
　令和７年５月から６月に
開催された本会議及び委員
会の会議録は校正作業中の
会議録原稿を「暫定版」と

して８月１日（金曜日）から
市ホームページ内の市議会の
ページで公開しています（暫
定版は会議録検索ページとは
異なります。市議会トップペ
ージの新着情報からアクセス
できます。）。
　正式版の会議録は会議録署
名議員の署名後、８月２６日     

（火曜日）から検索・閲覧す
ることができます。

議会中継ページ
ＱＲコード

会議録検索ページ
ＱＲコード

【要旨】   ２０１７年、国連で「核兵器禁止条約」が国連加盟国
の３分の２にあたる１３９カ国が賛成して可決された。現在、
９４カ国が署名し、７３カ国が批准している。
　ところが、世界で唯一の戦争被爆国である日本政府は、米国
の「核抑止力」を理由に署名・批准せず、背を向けている。
　核兵器禁止条約に署名・批准することは、核保有国への核の
廃絶を促すうえで大きな影響を与えるため、極めて重要である。
　被爆して亡くなられた人々や、今も被爆による病気を抱えな
がら生活している方々の心情に報いるためにも、日本政府は一
刻も早く「核兵器禁止条約」に署名・批准することを切に望む。
 （意見書の全文は市ホームページ内の市議会のページに掲載し
ています。）

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣

日本政府に核兵器禁止条約に
　　　署名・批准することを求める意見書
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